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人への健康影響が懸念される肥料由来の危害要因に関する研究 
 
１ 中核機関・研究総括者 

（財）肥料経済研究所  原田 靖生 
 
２ 研究期間 

2005～2007 年度（ 3 年間） 
 
３ 研究目的 

近年、国民の健康の保護、食の安全・安心が強く求められる中、肥

料についても、その原料に混入する物質等による健康影響が懸念され

ている。しかし、カドミウム等の有害重金属以外の危害要因ついては、

必ずしも全てが明らかにされていない状況にある。このため、早急に

監視すべき新たな危害要因を特定するとともに、これらが人の健康に

及ぼす影響について解析する。 
 
４ 研究内容及び実施体制 
① 調査研究対象とすべき危害要因等の特定（（財）肥料経済研究所） 

リスク管理研究推進チームによる調査活動等により、肥料原料に

由来する危害要因に関するリスク情報を収集・分析し、調査研究

の対象とすべき危害要因を特定する。 
② 肥料原料（りん鉱石）に不可避的に混入する自然放射性物質の動

態解明（（独）農業環境技術研究所） 
  りん鉱石中の放射性物質のなかで、最も強い放射能を有するウラ

ンを研究対象とし、土壌中でのウランの蓄積状況を把握するとと

もに、作物可食部への移行性について解明する。 
③ 動物用医薬品の堆肥化過程での消長及び作物への移行・残留性の

解明（（財）畜産生物科学安全研究所） 
家畜に投与された動物用医薬品が、ふんを原料として調製された

堆肥を経由して農作物に移行・残留する可能性について解明する。 
 
５ 目標とする成果 

早急に監視すべき新たな危害要因が特定されるとともに、危害要因

となる有害物質等の肥料中への残留、土壌中での動態、植物体への移

行の有無と程度、人の健康に及ぼす影響等が解明される。これにより、

有害物質等に起因する問題の未然防止が図られるとともに、危害要因

に応じた適切なリスク管理措置の検討・実施が可能となる。 
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背 景 調査研究の実施

未知の危害要因について、迅速・的確なリ
スク管理措置を講じることは困難であり、
事前の科学的知見の集積が必要

危害要因となり得る有害物質等の肥料中への
残留、土壌中での動態、植物体への移行等に
ついて科学的データを集積

期待される成果

肥料に起因する健康影響を未然に防止

肥料原料の多様化に伴い、未規制の有
害物質等による健康影響の増大が懸念

文献調査、利用等実態調査により、危害要因
となり得る有害物質等を明確化

肥料に起因する安全上の問題が生じた場合、そ
の危害要因に応じた迅速・的確なリスク管理措置
の実施が可能

中核機関 危害要因の種類ごとに専門機関に調査研究を委託 共同機関

（リスク管理研究推進チーム）

構成メンバー：学識経験者、

行政担当者、肥料メーカー等

肥料原料（りん鉱石）に不可避的に混入する自然放射性物質の動態解明

動物用医薬品の堆肥化過程での消長及び作物への移行・残留性の解明

リスク管理上新たに詳細なデータ収集
等が必要と判断された危害要因につい
て調査研究を実施

調査分析を要する危害要
因の選定及び調査研究実
施機関の選定

作物吸収
を示す薬
剤をスク
リーニン
グ

薬剤をふん中
に混合し、堆
肥化過程に
おける薬剤の
消長を検討

薬剤を堆肥に混
合して作物を栽
培し、薬剤の作
物への移行・残
留性を検討

長期連用圃場を用い、土壌中でのウランの動態
を解明

主要作物におけるウラ
ンの移行係数の算出

危
害
要
因
ご
と
に
リ
ス
ク
・安
全
性
を
確
認

ウランの微量分
析法の確立

放射能の面で、
肥料に由来す
るリスク・安全
性を解明

動物医薬品
の面で、肥
料に由来す
るリスク・安
全性を解明

肥料に由来する危害要因に
ついての情報収集・分析

危害要因を含む肥料の製
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